























































































































































































































契約終了後の過失責任 ―いわゆる ｢契約の余後効的義務｣ について―｣ 法学新報 97
巻 １・２号（1990年）369頁以下、髙嶌英弘 ｢契約の効力の時間的延長に関する一
考察　―ドイツにおける契約の余後効（Nachwirkung）をめぐる議論を手掛かりと





































































































































































































































（37）　Dirk Looschelders, Schuldrecht BT, 9.Aufl., 2014, Rn.22f f.； Medicus/Lorenz, 



















































（42）　NomosKomm-Ulrich Büdenbender, 2.Aufl., 2012, Rn.43 zu §433.
（43）　Claus Ullrich/Thomas Ulbrich, Das Bevorraten von Ersazteilen, BB 1995, S.371.
（44）　Ludwig-Philipp Kühne, Die nachvertragliche Ersatzteilbelieferung, BB1986, S.1527. 
売買契約締結段階で交換部品供給義務およびメンテナンス義務につき合意が存在す
る例として、自動車産業が挙げられている。
（45）　Peter Finger, Die Verpflichtung des Herstellers zur Lieferung von Ersatzteilen, NJW 
1970, S.2050； Kühne, a.a.O.（Fn.44）, S.1527ff； BambergerRothKomm-Florian Faust, 
3.Aufl., 2012, Rn.48ff., zu §433； Michael Nietsch, Nachvertragliche Lieferpflichten 
beim Kauf, JZ 2014, S.229f.
























付随した契約履行後の給付義務（neben-, bzw. nachvertragliche Leistungspoflicht）
（Finger, a.a.O.（Fn.45）, S.2050.）や、契約履行後の義務（nachvertragliche Pflicht）
（Kühne, a.a.O.（Fn.44）, S.1528.）、契約履行後の付随的義務（nachvertragliche 
Nebenpflicht）（Nietsch, a.a.O.（Fn.45）, S.230.）、と呼ばれている。

























能な状態にあること等が考えられている（Finger, a.a.O.（Fn.45）, S.2050； Kühne, 
a.a.O.（Fn.44）, S.1528f.）。































う事情が存在しなければならないとされる（Finger, a.a.O.（Fn.45）, S.2050； Kühne, 
a.a.O.（Fn.44）, S.1528f.）。





































































（61）　Kühne, a.a.O.（Fn.44）, S.1527f.； Nietsch, a.a.O.（Fn.45）, S.232f.
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さらに、品質保持義務の存続期間は一律に定まっているのではない。品
質保持義務の存続期間の基準は、売買目的物の通常の利用期間または耐用
年数であるとされ、その間、売主は売買目的物について必要なサービスを
提供できる状態にしなければならない。しかしながら、売主の想定を越え
た需要によって、十分と思われた消耗部品の備蓄が底をついてしまった場
合には、売主は新たに消耗部品を製造する義務はない。
このような品質保持義務の履行を売主が怠った場合には、売主が契約責
任を負わなければならないが、瑕疵責任を負うことはない。つまり、売買
契約締結時に物の「性状」として代替部品供給ないしメンテナンスの可能
性が認められたとしても、危険移転時においてそれらの可能性を売主が侵
害していないのであれば、買主はBGB433条以下に基づいて品質保持義務
の履行を求めることはできず、売主に契約責任を追求することができるに
止まる。
４．我が国とドイツ法理論の議論との比較 ―我が国への示唆―
これまで、我が国およびドイツ法理論における品質保持義務に関する議
論を上記のように整理することができる。以下では、これまで整理してき
た点に着目し、両国の議論を比較することで類似点を見いだすと伴に、ど
のような点でドイツ法理論の議論が我が国へ示唆を与えうるのかを検討し
ていくこととする。
（１）品質保持義務の法的根拠と売買契約との関係性
我が国においても、ドイツにおいても、品質保持義務は個別的契約（合
意）、または信義則等によって根拠付けることができるとしている点で共
通している。なお、品質保持義務が信義則等によって根拠付けられると
き、品質保持義務は売買契約上の義務として理解されている点で共通して
いるが、個別的契約（合意）によって根拠付けられるとき、売買契約上の
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義務と理解するか否かで我が国とドイツとでは理解が分かれている。
このような異同が存するが、信義則等によって根拠付けられた品質保持
義務は、売買契約上の義務として理解されている点で共通していることか
ら、信義則によって根拠付けられる品質保持義務についてドイツ法理論の
議論は参考となると考えられる。
（２）品質保持義務の内容
品質保持義務が個別的契約（合意）によって根拠づけられている場合に
は、当該契約に応じた義務内容と理解する点で、我が国とドイツとで一致
している。しかし、品質保持義務が信義則等によって根拠づけられている
場合、我が国において品質保持義務の内容は明らかにされていない。他
方、ドイツ法理論において、品質保持義務の内容は購入された耐久消費財
を今後もなお使用し続けることができる状態にするのに必要なサービス提
供できるようにしておく義務とされ、ここでのサービス提供は消耗部品に
関する内容に限られるとしている。
このドイツ法理論の理解は我が国においても参考となると考えられる。
なぜならば、買主が売買目的物を長期間使用し続けるために品質保持義務
は不可欠であると両国で共通した認識であるのみならず、我が国において
も消耗部品を少なからず意識しているからである（62）。
このような共通性を見出すことができることから、ドイツ法理論を参考
として、信義則によって根拠付けられる品質保持義務の内容は補修用性能
部品に関するもの限られるが、売買契約当時の状態を維持することを内容
としておらず、今後もなお使用し続けることができる状態にするのに必要
なサービス提供できるようにしておくことと考えられよう。
この点について、我が国で信義則等によって根拠付けられた売買契約上
（62）　我が国において消耗部品という用語は用いられていないが、補修用性能部品が品
質保持義務の存続期間に影響を及ぼしている。
製造者である売主の主たる義務履行後における品質保持義務（蓮田） 23
の品質保持義務が問題となった裁判例においても言及されている。例え
ば、大阪高判平成５年７月30日（判時1479号21頁）は独占禁止法に基づ
く不法行為責任が争われた事案であるが、判決文において「エレベーター
は、その耐用年数が比較的長期であるため、部品の交換を含めた保守が当
然に予定されている」と説示し、「東芝製エレベーターの所有者がその現
実に発生した故障について修理に必要な部品を供給することを求めている
場合であって、」「エレベーター及びその部品の数・耐用年数・故障の頻度
を容易に把握し得ること及びエレベーターの所有者が容易にはそのエレ
ベーターを他社製のそれに交換し難いのはいわば当然であることを考慮す
れば、このような部品を一定期間常備し、必要の都度、求めに応じて迅速
にこれを供給することは、」「右の販売者である東芝ないし控訴人が負うべ
き、東芝製エレベーターを購入してこれを所有する者に対する、右販売に
附随した当然の義務であると解するのが相当である」としている。また、
大阪地判平成22年11月29日（判時2121号101頁）では、「CMT掘進機は、
CMT工事に適合させるためにその都度改修を加えることを要する特殊な
機械である」と説示し、「CMT掘進機の購入者が受注したCMT工事を効率
よく施工するためには、被告による改修が必要であり、購入者もそれを期
待した上でCMT掘進機を購入したといえる。その期待を裏切ることは許
されない（すなわち、顧客がCMT掘進機を購入した直後から被告がその
改修に一切応じないならば、債務不履行等の問題が生じる余地がある。）。
したがって、CMT掘進機の売主である被告は、買主である原告に対し、
少なくとも売買契約締結の時点では、売買契約に付随する信義則上の義務
として適正価格でCMT掘進機の改修に応ずべき義務を負うというべきで
ある」としている。これらの裁判例から、売買目的物たる耐久消費財の利
用が長期間に及ぶことを売買契約の両当事者が認識していた場合には、当
該耐久消費財の売主は、少なくとも、今後もなお使用し続けることができ
る状態にするのに必要なサービス提供できるようにしておく義務を負って
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いるといえよう。
（３）品質保持義務の存続期間
品質保持義務の存続期間について、個別的契約（合意）によって品質保
持義務が根拠づけられている場合には、当該契約に応じた期間に限られる
と解されるが、個別的契約なくして信義則によって品質保持義務が根拠付
けられている場合には、我が国において明確な基準があるとはいえない。
しかし、買主は耐久消費財の耐用期間は売主に義務を課したいという買主
の要求と、短期間に限定したい売主との要求との対立の存在が意識され
ている（63）。このような買主と売主との利益が対立していると考えられる中
で、裁判例において、品質保持義務の存続期間について当事者間の信頼関
係や耐久消費財の耐用年数、義務の不履行によって生じる買主の不利益を
総合考慮して判断している点は注目に値する。また、補修用性能部品の最
低保有期間を品質保持義務の存続期間と捉えることができるのではないか
という見解が存在する点も注目に値する。
しかし、補修用性能部品の最低保有期間を品質保持義務の存続期間と捉
える見解には問題点があるように思われる。すなわち、確かに補修用性能
部品の最低保有期間は耐久消費財の種類に応じて業界団体が設定している
ことから不当に短いとはいえないが、この期間は売買契約締結時と無関係
に設定されている点に問題があると思われる。例えば、最新機種として購
入した者と同製品を在庫処分という形で購入した者とでは、売主が負う品
質保持義務の期間に差が生じることとなる。つまり、前者について購入時
から補修用性能部品の最低保有期間の経過まで売主は品質保持義務を負う
こととなるが、後者については、純粋に補修用性能部品の最低保有期間の
経過までしか売主は品質保持義務を負わなくてよいこととなる。このよう
に、同一の売主から購入したにもかかわらず購入時期によって、品質保持
（63）　浜上・前掲注（９）21頁、北川・前掲注（９）30頁。
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義務の存続期間に差が生じることが問題となろう。また、特に最新機種と
して購入した者に対する売主の品質保持義務の存続期間と消滅時効との関
係も問題となろう。つまり、売買契約上の義務として品質保持義務が理解
されていることから、消滅時効は売買契約締結時より進行することとな
る。このように理解されるならば、債権の消滅時効は10年となっている
のに対し（167条１項）、売買契約締結時から補修用性能部品の最低保有
期間の経過まで10年以上ある場合には、どのように理解されるのかも問
題となろう。
これに対し、ドイツにおいては、品質保持義務は売買目的物の通常の利
用期間または耐用年数であるとされている。すなわち、売買目的物の販売
時期が基準とされるので、同じ型番の製品であったとしても販売された時
期に応じて品質保持義務の存続期間が異なることとなる。
我が国において、品質保持義務の存続期間につき耐久消費財の耐用年数
が参考となるという裁判例（大阪地判平成22年11月29日（判時2121号101
頁））があり、ドイツにおける議論と同様の理解が存在する一方で、品質
保持義務の存続期間を補修用性能部品の最低保有期間と捉える見解があ
る。この点については、耐久消費財の耐用年数と補修用性能部品の最低保
有期間とがどのような関係にあるかを明らかにすることができれば品質保
持義務の存続期間の基準を明らかにする糸口がつかめるのではないだろう
か。
（４）品質保持義務違反による売主の責任
品質保持義務が売買契約に際して締結される個別的契約（合意）によっ
て根拠付けられた場合と、信義則等によって根拠付けられた場合とではそ
の扱いが異なる。しかし、いずれにせよ売主に帰責事由があることで品質
保持義務に違反した場合には、売主が契約責任を負うことについては我が
国においてもドイツにおいても見解が一致している。
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このとき、売主が負う契約責任の効果として、損害賠償請求権および履
行請求権が認められることについては異論が無いように思われる。
（５）品質保持義務と瑕疵担保責任との関係性
品質保持義務が、売買契約上の義務または売買契約に際して締結される
個別的契約（合意）上の義務と位置づけられる場合、瑕疵担保責任（ドイ
ツにおいては瑕疵責任）とは関係ないことが言及されている。
しかし、特約によって瑕疵担保責任の一内容として品質保持義務の内容
を組み込むことができるという見解が我が国において存在する。この点に
ついては、ドイツ法理論の議論が参考となろう。
特約によって瑕疵担保責任の一内容として品質保持義務の内容が組み込
まれた場合、売買目的物に瑕疵が存すると認められたときに初めて、瑕疵
のない物の引渡義務に対する責任として品質保持義務の内容である代替部
品供給やメンテナンスを売主は行わなければならないこととなる（64）。しか
し、瑕疵担保責任によって品質保持義務の内容を実現しようとするときに
は注意が必要である。すなわち、瑕疵担保責任の一内容として品質保持義
務の内容が組み込まれたとしても、瑕疵担保責任を追求するためには引き
渡された当時に隠れた瑕疵が売買目的物に存在していなければならないこ
ととなる。そのため、売買目的物の引渡し時点に隠れた瑕疵が存在しない
場合には、瑕疵担保責任を追求することができないので、瑕疵担保責任の
一内容として品質保持義務の内容が組み込まれたとしても、買主は品質保
持義務の内容である代替部品供給やメンテナンスを請求することができな
いこととなるのではないだろうか。
（64）　瑕疵担保責任の責任内容を修正する契約を締結したことによって、売買目的物に
瑕疵が存するときに売主が負う瑕疵担保責任の内容について、伊藤教授は、買主に
修理あるいは部品取替請求権もしくは代物請求権が認められるものの、契約解除権
や損害賠償請求権は原則として認められないという（伊藤・前掲注（22）251頁）。
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（６）まとめ
以上、売主が製造者でもある場合に、売主に品質保持義務が認められる
のかについて、法的根拠、内容、存続期間、義務違反の効果、瑕疵担保責
任との関係性に着目し、先行研究が存するドイツ法理論説の議論を参考に
検討してきた。その結果、我が国における売主の品質保持義務について一
視座を得られた。要約すると以下の通りである。
売買目的物の製造者でもある売主の品質保持義務は、個別的契約（合意）
上の義務または信義則等によって根拠づけられた売買契約上の義務として
認めることができる。特に後者の場合には、売買契約上の主たる義務とし
てではなく、付随的義務ないし保護義務として位置づけることができる。
ついで、品質保持義務の内容は、個別的契約（合意）によって品質保持
義務が根拠づけられている場合には、当該契約に応じた義務内容と解され
るが、個別的契約なくして信義則によって品質保持義務が根拠付けられて
いる場合には、補修用性能部品に関するもの限られるが、売買契約当時の
状態を維持ではなく、今後もなお使用し続けることができる状態にするの
に必要なサービス提供できるようにしておくことと考えられよう。
また、品質保持義務の存続期間については、個別的契約（合意）によっ
て品質保持義務が根拠づけられている場合には、当該契約に応じた期間に
限られると解されるが、個別的契約なくして信義則によって品質保持義務
が根拠付けられている場合には、売買目的物の耐用年数を基準とするのか
補修用性能部品の最低保有期間を基準とするのかは不明確であるが、両者
の関係性を明らかにすることで、品質保持義務の存続期間の基準を探るこ
とができると考えられる。
そして、品質義務違反の効果として、売主は契約責任を負うこととな
り、買主に売主に対し損害賠償請求権および履行請求権が認められること
に異論はないであろう。
最後に、品質保持義務と瑕疵担保責任との関係については、品質保持義
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務が契約上の義務として認められているのみならず、特約によって品質保
持義務の内容を瑕疵担保責任の一内容とすることができたとしても、売買
目的物の引渡し時点において隠れた瑕疵が存在しない限り、瑕疵担保責任
の内容として品質保持義務の内容を請求することはできないと考えられ
る。
５．むすびに
これまで検討してきたように、売主が製造者でもある場合には売主に品
質保持義務が認められることがあるが、必ずしも認められるのではない点
に注意が必要である。つまり、個別的契約（合意）が締結されていた場合
には問題とならないが、信義則によって売主に品質保持義務が課されるの
は、売主の主たる義務が問題なく履行されたものの、売買目的物の利用が
長期間に及ぶことを売買契約の両当事者が認識しているために、当該目的
物の利用継続に不可欠な品質保持義務を主たる義務の履行後であっても売
主に課す必要があると認められる場合に限られることとなる。
また、本稿では売主が製造者でもある場合における売主の品質保持義務
について検討してきたが、今日、多くの売買目的物は製造者と売主とが異
なる。この場合であっても、売主に品質保持義務を課すことができるの
か、さらには製造者に同様の義務を課すことができるのかについて問題点
が残されている。この点については売買契約の効力を製造者に及ぼすこと
ができるのかという、契約の効力の人的拡大という問題に深く関わってお
り、今後なお研究が行われなければならないと考える。
最後に、今日、契約両当事者が主たる義務を問題なく履行したにもかか
わらず何らかの債権債務が存在することがあることを、本稿では製造者で
もある売主の品質保持義務から明らかにしてきた。品質保持義務において
は、個別的契約（合意）または売買契約上の義務として認められることを
明らかにしたが、このような義務は他にも存在することが裁判例上明らか
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となっている。これらの義務は契約との関係でどのように位置づけること
ができるのか、換言すれば、契約上の義務として認めることができるのか
否かは明らかにされるべき問題点である。不法行為責任の領域が広く認め
られている今日の我が国にあって、契約の効力がどこまで及ぶのかを再度
見直す機会として、多少とも資することとなれば幸いである。
（本学法学部講師）
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